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１．はじめに
本研究は，中山間地域における近年の地域
再編の動きを概観しつつ，その動きの中で男
女間ネットワークが促進されてきているのか
否か，また，かようなネットワークが地域に
おける女性の意思決定への参画にどのような
機能をもたらしているのかの2点を議論する。
中山間地域の様々な地域において，従来の
地域運営の中核的担い手層であった昭和一桁
世代の住民が，引退局面を迎えつつある。か
たや，平成の大合併による特例的な措置が，
現在，各市町村で期限終了を迎えてきている。
行政サービスのより一層の効率化が求められ
る中で，今後は地域サービスを地域住民が自
身の手で補完していかなければならないとい
う社会的要請が強まりつつある。この 2つの
将来予測が交錯する時点が「2015年」である
ことに鑑み，この危機的状況を孕んだ予測は，
しばしば「2015年問題」と言われている（小
田切・藤山編2013：36-38）。
このような状況に対する対応として地域再
編が求められてきている現在，「多様な人材
による地域運営の仕組みを築く」ことが，よ
り一層求められてきている。後述するように
中山間地域の地域運営においては，男性や戸
主中心の伝統的な意思決定構造が残存しなが
らも，より多様な人材が介在しうる地域運営
へと再編させていく必要性にも迫られている
状況にある。その板挟み状態の中で注目され
るのは，地域の意思決定の中核部に位置する
従来の地域組織と，その周辺部にあるより緩
やかな女性ネットワークとをつなぐ男女間
ネットワーク（そしてその受け皿となる「媒
介的組織」）が，中山間地域において徐々に
発展してきている可能性である。このような
認識のもと，本研究では，この媒介的組織が，
地域の意思決定の場への女性の参画という面
で，どのように評価できるのかを明らかにす
ることを課題とする。
以下，まず第 2節では，中山間地域の地域
運営とそこでの女性の参画状況に関する先行
研究を概観しつつ，本研究の実態的かつ学術
的な背景と研究視点を定めることとしたい。
その中で，近年，既存の男性中心的な地域運
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営組織（男性ネットワーク）と女性（あるい
は女性ネットワーク）とを結ぶ媒介的組織
（男女間ネットワーク）が形成されてきてい
ることを指摘する。
第 3・ 4節では，島根県雲南市a地区を例
に挙げながら，この媒介的組織の生成過程，
ならびに，それがいかに機能し，どのような
地域活動を展開しているのかを記述してい
く。その地域運営の近年の変遷過程を見る中
で，中山間地域において徐々に発展しつつあ
る男女間ネットワーク（より具体的には，そ
の受け皿となる媒介的組織）が，既存の意思
決定構造の「緩やかな」変革を促進している
ことを示していく。
２．先行研究のレビュー
本節ではまず，農村社会学における中山間
地域の意思決定構造の伝統的見解をふまえつ
つ，平成以降から近年にかけて，そこでの地
域運営（＝意思決定場面での男女共同参画）
の状況が，いかに変容しつつあるのかを俯瞰
していく。この作業を通じて，中山間地域の
男女共同参画に係る論点と課題を整理し，あ
らためて本研究の背景と視点を示すこととし
たい。
2 . 1 　意思決定構造の伝統的見解
周知のように，農村社会学は伝統的に，集
落や地域社会の意思決定構造を，家族の中で
の構造・制度の外的拡大として捉えてきた。
一方で，その家族制度の多様な形態に伴う農
村構造そのものの多様性を透視するための研
究系譜として，福武直らの村落類型論が展開
されてきた。これらの成果を鑑みると，絶対
的な戸主中心の家族によって成り立つ社会で
はハイアラーキカルな地域運営の構造が成立
しやすいのに対して，それが未成熟，あるい
は弱体化する社会では比較的男女が対等的な
運営がなされやすい。その点で，中山間地域
の意思決定構造の背景として，まず家族構造
が絶対的に重要になってくる。
とりわけ，明治維新後に広く普及し，家父
長権の設定や嫁入り婚などによって特徴づけ
られる家族制度への志向性は，個人主義的傾
向が広がっている現在でも中山間地域の一部
で根強く残っている（長谷川1997：37-41） 
1
。
この中で特に最下層にいるのは，嫁入り婚
の元で家族に参入した若妻だといえるだろう。
とりわけ多世帯の家族において，新参者（＝
若妻）は，新参であるがゆえに，家族のうか
がいを立てなくては，外に出て家を空けるこ
ともままならないことが多い。さらには，地
域運営に関わる会合はおろか，（姑がそこに参
加している場合は）婦人会等の女性の集まり
にも参加しづらい状況にある。新参者が初め
て地域運営との関わり合いを持てるのは，家
族の他の成員が不在の場合か，もしくは，姑
の引退後の婦人会への参加程度にとどまるこ
とも少なくない。
中山間地域では，冠婚葬祭や環境美化，さ
らには，行政への意見要望など，家庭の中で
賄いきれず，さらに外部化もできない生活
ニーズを血縁，地縁に基づく組織化（共同化）
によって補填してきた。また近年では，農業
の担い手の減少・高齢化に伴い，各家の農作
業を集落営農等の共同作業によって賄う動き
が活発化してきている。これらの理由から，
中山間地域での生活において，共同性は現在
でも必須の要件になっていると考えられる。
そして，生活下での共同性を発揮するために，
多くの中山間地域では，集落あるいは集落間
を基礎単位とした共同体的な地域運営がなさ
れてきた。
１　ここでの家族制度とは，農村社会学の伝統的定
義に則り，「集落運営の構成単位として，戸主と構
成員が明確に規定された家族の仕組み」として定
義しておく。
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ただしこの運営方式は，一方で，ハイア
ラーキカルな運営構造とサイレント・マジョ
リティとしての女性を生み出してきたとも指
摘できる。通常，自治会等の地域における運
営構造と決議方式は，ある種の「全員一致の
原則」に則っている。地域の中で争うことは，
後々のシコリを残しかねないという政治的判
断に基づくものだが，そのためには，全体参
加ながらも必要最小限の人数で行われる意思
決定が必要になる。その中で，地域の会合に
は「世帯員全員ではなく，あくまで戸主（＝
男性）」という風習が根付いていったともい
えるだろう（鳥越1985：112-113）。
2 . 2 　地域運営の基礎体力強化の試み
ただし先述のような危機的状況にある中山
間地域では，「女性は引っ込んでいるべき」
という体制維持を謳っている状況ではないと
もいえる。従来の意思決定方式での地域運営
を，再編させていく必要が生じてきているの
である。そこで以下では，多様な人材による
運営体制が必要になりつつある具体的状況に
ついて，以下 2つを例に挙げてみたい。
第一に，地域資源のより「開放的な」管理
が求められている状況である。例えば中山間
地域の人口減少への代表的な制度的対応策で
ある中山間地域等直接支払制度を概観して
も，そのことが強く伺える。荒廃した農地の
振興を主目的に，農業生産の条件不利を是正
する施策として開始された同制度は，2000年
以降の交付面積の急速な増加に象徴される通
り，中山間地域の現場ニーズを汲み取った施
策として評価されてきた。それら耕作放棄地
の防止策として推奨されてきたのが，特定の
放棄地を集落全体でカバーする集落営農の推
進，換言すれば，土地や農機，生産物等の「資
源利用の開放性を高めること」であった。さ
らに第三期対策では，この方針が一層色濃く
強調された。第三期では，集落協定のみなら
ず集落間連携（未協定集落との連携）や集落
外連携（都市部市民やNPOとの共同での資源
管理）が推進されている 
2
。
さらにその中で，第二に，地域運営の中心
的イシューが，「農業振興」から「地域振興」
にシフトしていることも挙げておきたい。と
りわけ，農業生産のみならず買い物，育児，
除雪等，生活全般においても条件不利性の高
かった島根県では，農業振興と地域振興とに
包括的に取り組む「地域貢献型集落営農」と
いうコンセプトが重視されてきた。またその
中で，農業熟練者だけでなく非農家や新規就
農者を巻き込んだ活動展開が行われている
（楠本2010：221-237）。
以上，中山間地域におけるこれらの対応を
みるに，中山間地域の持続可能性を高めるた
めには，より多様な担い手の介在による意思
決定の仕組みづくりが強く求められていると
いえよう。当然，その中には，従来，地域運
営の「周辺部」にあった女性のより一層の参
加，つまりは男女共同参画の社会的要請が，
地域内外からより一層強く発信されてきてい
るという含意もある。
2 . 3 　女性のネットワーク形成の動き
実際に，集落を越える範囲（例えば大字や
市町村域）という地域運営のいわば「周辺部」
においては，戦後以降緩やかに，中山間地域
の地域運営への参加の機会が限られる傾向に
あった女性によるネットワークが形成されて
いた 
3
。1990年代から注目を受けている農村女
２　農林水産省 website（http://www.maff.go.jp/j/nousin/
tyusan/siharai_seido/pdf/hyoukasyo.pdf） を参照（最終
アクセス日2014/5/20）。
３　ここでいう「周辺部」とは，それら女性グルー
プが，地域運営の基礎単位である集落や大字を超
えた範囲で形成される傾向にあること，つまりは，
従来の地域運営の範囲とは距離的な隔たりがある
という意味での「周辺」である。だが同時に，彼
女たちが担う地域課題そのものも，従来は「周辺的」
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性起業は，そうした新たなイニシアチブの代
表的事例と認識されるだろう。その意義を概
括するならば，以下二点が挙げられる。
第一は，女性による学習機会や能力形成機
会の提供である。今日の農村女性起業の原点
ともいえる生活改善グループや農協女性部
等の女性グループ活動について，例えば神
田（1980）は，主に教育学の視点からその機
能を指摘している。彼女によれば，この時期
の婦人教育の取り組みの最も大きな特徴の一
つは，婦人の就労現場における相対的な地位
の低さを意識化し，家庭や地域生活とともに
職場での知識・技術の能力を向上させること
が課題とされていたことであった。またこの
時期，農家の女性においても，農業の技術や
経営に関する学習会への参加，自分たちの労
働の対価の獲得等，彼女たちが「家事手伝
い」あるいは「農業補助」という立場から
「農業者」として自立化する傾向がみられて
いる（例えば大木1980・1984；吉田1984；西
山1984）。さらには，こうした学習機会の創
出により起業・発展されてきた農村女性起業
そのものにも，学習の場としての意義がある
と指摘する研究者は多い（例えば西山・吉田
2001；千葉1999）。このように起業等の女性
ネットワークは，従来，その機会に乏しかっ
た女性に対して，学習の場を提示する意味を
持っていると語られてきたのである。
第二に，こうした起業を通じた女性どうし
のネットワークは，当の担い手の中に，起業
が立地する地域への愛着と貢献意識を醸成す
る意味を持っている。女性の多くは，前述の
ようにこれまで土地資源や文化資源へのアク
セスが限定されており，それゆえ，土地への
だとみなされていたことにも因んでいる。具体的
には，土地利用，文化伝統保護，祭事や神事といっ
た，伝統的に男性中心に担われてきた重要な地域
課題に対し，女性グループは，子育て，環境，健
康等，男性層が「周辺的」だと捉えがちであった
課題を表出していることが多い。
愛着を五感で深く感じる機会も限定されてき
た。さらに遠方の地域からの婚入者にとって
は，その機会の欠如は，地域に対して一定以
上の心理的距離を取る原因となる可能性をも
内包していた。だが起業を通じて彼女たちは，
女性どうしで地域に貢献するという機会を自
ら形成し，仲間どうしでの人格的な愛着を形
成し，その中で地域への愛着と地域への貢献
意識を感じることが叶うという可能性がある 
4
（秋津2007）。
このように起業活動，そしてその前史とな
る活動等の女性ネットワークの動きは，当事
者自らが主体的に地域運営に参加するための
力を深め，地域を担いきる意識を鼓舞すると
いう意味を持っていると評価できる。
2 . 4 　中山間地域の男女共同参画に係る学
術上の論点
以上のように中山間地域においては，一方
で男性中心的な意思決定構造が残存しつつ
も，他方で，より多様な人材による意思決定
の仕組みづくりへの社会的要請が強まるとと
もに，その具体的担い手像としての女性の主
体化が進んでいる。こうした整理をふまえ，
中山間地域における男女共同参画の現時点で
の論点，ならびに，それをふまえた本研究の
視点について，以下二点に集約して論じてい
きたい。
第一に，女性ネットワークやその中での女
性の活動を概観した際，「農村女性」という
存在が，ますます一括りで論じられなくなっ
４　ただし秋津（前掲書）自身は，彼女たちが愛着
を感じる「場所」とは，地理的概念としての場所
（集落，大字等）という意味を超えたものだという
ことを指摘している。すなわち，彼女たちが意識
する「場所」とは，例えば仲間どうしとの人格的
なつながりを媒介して愛着を感じることのできる
「場所」を指しており，つまりは，特定の空間に囚
われず拡散的に拡がりうる「場所」を指している。
ただし本論では，この「場所」の概念を，ひとま
ずは「従来の地域運営の範囲よりも広域な範囲」
という程度の認識にとどめておきたい。
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てきていることが挙げられるだろう。
その具体例として，女性による起業活動が，
全ての女性に等しく学習機会を提示するわけ
ではないという実態調査を挙げておきたい。
例えば畠山（2009）は，農村女性起業の代表
的事例として農産物直売所と農産加工グルー
プを取り上げ，それらが次第に大規模化・効
率化する中で，新参者の現場経験の機会が
徐々に限定され，学習可能な女性とそうでな
い女性とが二極化している状況を明らかにし
ている。また畠山（2013）では，農村女性起
業の当事者の家族のジェンダー意識が，起業
活動下での女性の参加意欲に大きく影響を及
ぼすことを明らかにした。すなわち，家族が
比較的起業に協力的な女性が高い意欲を持つ
一方で，そうではない家庭の女性の意欲が低
い状況があることが示されている。
かたや，嫁入り婚や婿取り婚，地域での生
活経験，学歴等，地域生活に関連の深い女性
のキャリアがより一層多様化している状況も，
「農村女性」の多様化の大きな一因になって
いる。例えば秋津（前掲書：137-138）では，
地域経験に長けた女性（比較的近しい地域か
らの婚入者）が，起業経験により地域への愛
着を形成している一方で，そうでない女性が
その傍観者となっている実態が示されている。
これらの実態をふまえ，やや乱暴ではある
が「農村女性」を二つのカテゴリーに分ける
とするならば，起業活動に参加しながらも（あ
るいは，参加が叶わず）主体化が困難な女性
がいる一方で，地域の担い手として主体的に
取り組む意欲を持った女性がいるということ
になる。ゆえに，いわゆる伝統的な農村女性
問題を抱えている前者に対し，後者の女性た
ちは，主体性を持ちながらも，また異なる問
題を抱えているということが指摘できよう。
このように「農村女性」そのものが多様化
している状況下において，女性が抱える問題
性も男女共同参画に向けた方途も多様化して
いるといえ，これを一括りに論じることは議
論の曖昧化につながると考えられる。そこで
本研究では，前述のうちの後者，つまりは，
地域運営への主体性の十分な女性，ならびに，
そうした女性たちが抱える問題について言及
することとしたい。
さて，これをふまえて第二の論点として言
えることが，特に後者の女性の地域運営にお
ける境遇についてである。すなわち，様々な
キャリアを経験し，地域への愛着も地域再編
への意欲も十分な女性「でさえ」，既存の意
思決定構造に参加することが困難だとの言及
が，フィールドワークをふまえたここ数年内
の研究成果の中で論じられているという問題
が挙げられる。
例えば岩手県の女性リーダーをヒアリング
調査した渋谷（2007）は，女性のエンパワー
メントの上での課題として「経営参画を通じ
て培われた女性農業者の自己決定能力が，地
域の意思決定においてストレートに活かされ
る訳ではない」（澁谷2007：64）と指摘して
いる。また藤井（2007）は，このような状況
を鑑み，女性のネットワークそのものが男性
中心的な意思決定構造が根付く地域運営から
の回避の場ともなっていることを突き，「意
思決定の場が男性中心に運営されているから
といって，その運営に魅力がないからといっ
て，制度としての地域社会に女性がいないと
いう状況は，個々の女性たちがそれを不幸に
思っていないとしても肯定できるものではな
い」（藤井2007：95-96）と指摘している。 
すなわち，第一の論点とあわせて，女性が
能力や意欲ではなく，まさに「女性」という
理由だけで，地域における意思決定場面への
参加を制限されるという状況も，中山間地域
における開放的な地域運営，ならびに男女共
同参画における重要な論点だといえるだろう。
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ここから，農村女性起業等の女性ネット
ワークは，女性の成長の機会とはなりうる一
方で，それ「のみ」では，男性中心の既存の
意思決定構造や価値規範を変革させることは
困難だという状況が指摘されうる。
2 . 5 　新たな地域再編の動きへの着目
以上の動きと現段階での状況をふまえる
と，認識や制度のレベルでは男女共同参画
（＝多様な人材による地域運営）が重要視さ
れているものの，現場レベルでは，いまだに
タイム・ラグが生じていると認識できる。す
なわち，地域の周辺部で機能している女性
ネットワークと，男性ネットワークを基盤と
した既存の意思決定構造との間には，いまだ
乖離があることが指摘できるだろう。
そこで本研究では，中山間地域における近
年の地域再編の動き（＝新たな組織形成の萌
芽）に注目してみたい。
市町村合併による行政組織の遠方化，行政
サービス補完の必要性，そして集落の小規模
高齢化等に伴い，近年，中山間地域では，地
域再編の新たな動き，より具体的には，地域
自治組織の設立ならびに機能強化が進んでい
る。またこの動きは，先発してそれらが先鋭
化していった中国地方で発展している傾向も
伺える（小田切・藤山前掲書：47）。
この地域自治組織は，その特性から「手づ
くり自治区」（小田切2009：18-45）や「郷」
（藤山2012：12）といった様々な呼称で呼ば
れているが，本研究ではこれを「男性中心の
既存の意思決定構造と女性ネットワークとを
媒介する組織」という意味ならびに展望を込
めて「媒介的組織」と呼ぶこととしたい。
さて，これら媒介的組織は，小田切・藤山
（前掲書：49-82）に示される先発事例から，
以下三点の特徴を持つと整理されうる。また，
繰り返し述べるようにこれらの特質は，より
多様な人材の参加を促進する，あるいは必須
の要件とする組織的特長とみなすこともでき
るだろう。
第一に，活動の包括性が挙げられる。従来
の地域運営は，防災，農業，買い物，福祉等
の地域活動を各団体で個別的に行うことが多
く，分野横断的に地域課題を表出したり，団
体間で共通理解を育んだりすることが困難で
あった。だが近年の中山間地域においては，
複数の要素が絡まり合った複合的課題が増加
している 
5
。ゆえに，個々の組織では課題検討
を論じることが困難になってきており，より
分野横断的な対策検討の必要性が高まってい
る。その意味で，この包括性という特性は，
近年の状況下での地域の組織的対応とみなす
ことができるだろう。
第二に，活動範囲の広域性が挙げられる。
これら媒介的組織は，以下三点の事情から，
地域運営の基礎単位である集落を超えた大字
の範囲で形成されることが多い。まず過疎高
齢化が進む中山間地域においては，集落単位
で多様な事業を展開することが困難なためで
ある。かたや大字範囲であれば，多様な対
策の展開に必要な人材，施設（公民館や小学
校，商店等），組織（地区社会福祉協議会や
消防団分団，商工会等）が集積している可能
性が高いというのが第二の理由として挙げら
れる。と同時に大字は，集落範囲と比べて閉
塞感が薄く開放性がありながらも，地域への
一定程度の愛着や住民相互の共通理解（いわ
ゆる「手触り感」）があることが第三の理由
である。
また第三に，新たな活動を孵化する創発的
な機能を持つことが挙げられる。既存の地域
運営組織の基本的機能が特定の地域課題への
５　例えば近年，中山間地域でも増加傾向にある独
居高齢者の安全確保は，防災・防犯上の課題であ
るのと同時に高齢者福祉の課題でもある。
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合意形成にあることに対して，この媒介的組
織では，地域課題そのものの自主的な再発
見，個別の課題に対する各自の当事者意識の
醸成，多様な人材の能動的関与に基づく課題
への対策検討（いわば，「地元の見つめ直し」
と「暮らし続けるための条件づくり」）を模
索する機能を持つことが展望される。
以上，中山間地域の意思決定構造の変化に
係る実態を概観していったが，これを図 1の
ように整理してみたい。
中山間地域では，世帯を構成単位とし，地
縁を基盤とした意思決定の場が，集落，大字
等の形で同心円上に広がっていくという構造
が古くから形づくられてきた。これら地域運
営の中核的組織は，伝統的に戸主（多くの場
合，男性）のみの参加による一戸一票制を規
範としており，女性の参画は困難であった。
他方，その周辺部においては，女性固有の課
題を表出しそれを担いきるための女性ネット
ワークが形成・発展されており，女性自身に
よる自主的な学習の場として機能してきた。
と同時に，中山間地域等直接支払制度等に見
られるように，多様な人材による開放的な意
思決定に対する社会的要請も，より一層強ま
りつつある。
そして，これらのベクトルが交差する中心
部において，近年，その二つの動きを媒介す
る，より包括的で，広域的で，創発的な組織
が形成されてきている。それらは従来の行政
主体のサービス，あるいは地域住民主体の
サービスをより効率的かつ効果的に補完しう
る潜在的可能性を有していると注目されてい
る。またこれらに加え，男性と女性とをつな
ぐ男女間ネットワークとして，さらには，男
女共同参画を牽引する新たなイニシアチブと
しても期待されうる。
以上の整理をふまえ，続く節では，この媒
介的組織の先発事例をまなざしながら，その
可能性を検討することとしたい。
図１　中山間地域における媒介的組織の生成の構図
出所：筆者作成。
３.　雲南市A町 a地区の意思決定構造の変
容過程
本節ではまず， a地区の人口や産業，行政
サービス等の状況変化，ならびに，それに対
応しての地域の自主的運営に係る組織的変化
の過程を，第 2節の記述と絡めながら顧みて
いく。その中で，近年，本研究でいう媒介的
組織が a地区において生成されていることを
示していくこととしたい。
なお，地区の歴史および地域運営の組織や
活動の推移等については，島根県および雲南
市の行政資料， a地区の会合資料を参考とし
た 
6
。
６　具体的には， a地区自治会およびコミュニティ
協議会資料， a地区振興計画（2011年策定），雲南
市交流センター構想資料，島根県中山間地域研究
センター「島根県コミュニティ再生重点プロジェ
クト事業に係る調査報告書」を参考にした。
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3 . 1 　A町 a地区の概要
a地区は「出雲風土記」にも名が残されて
いることから，奈良時代には既に形成されて
いたとされ，古い歴史を持つ地域である。近
年では水稲，栗，椎茸，林業を主産業として
いるが，現在の雲南市全域が近世期には「た
たら製鉄」による鉄生産が盛んだったことも
あり，かつて地区はその砂鉄採集の地として
栄えた。地域を横断するように河川が流れ，
周囲には豊富な山地と森林資源が揃う地勢に
みる通り，いわゆる「かんな流し」と呼ばれ
る砂鉄採集に非常に適した地域であったので
ある。今も「村下（むらげ）」の屋号が残る
ところからも，そのことを伺い知ることがで
きる。
地区には東西南北を縦横断する二つの主要
な公道があり，それがちょうど交差するとこ
ろに，地区の中心部がある。鉄生産に携わる
人々をはじめ，出雲大社の参道，周辺の村々
を含めた牛市場等が開催されていたことも
あって，かつて地区の中心部は人が集う賑い
図２　 a地区の人口と高齢化率の推移
出所：国勢調査等をもとに筆者作成。
図３　 a地区の年代別の人口構成（2010年）
出所：2010年国勢調査をもとに筆者作成。
注１）棒グラフは人口，線グラフは高齢化率を示す。
注２）1871年，1959年，1962年，1982年はA町史，その他の年は国勢調査をもとに作成。
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の場だった。その当時の中心部には商店街が
形成されており，今でも連檐地としてその名
残を残している。
その周囲は広大な山林で占められ，おおむ
ね10 ～ 20戸程度の集落（最も小規模化した
もので 3戸）が方々に点在している（後述す
るように，地区内には15の集落がある）。島
根県下では典型的ともいえる中山間地域であ
るといえよう。
その他，中心部には公民館や小学校といっ
た行政施設も位置している。 a地区の小学校
は平成の合併後に，後述するA町中心部の小
学校に統合され，明治創立からの歴史に幕を
閉じた。その後数年の間，施設は公民館とし
て利用され，現在では「交流センター」（後述）
として機能している。
3 . 2 　 a 地区の人口動態
次に， a地区の人口推移をみてみたい。 a
地区では，戦後の農村部への人口流入が起
こった時代をピークに，エネルギー革命と高
度成長がはじまる1960年代以降，人口の恒常
的な減少が起こりはじめた（図 2）。2010年
の国勢調査によると，地区の人口は392人，
高齢化率は49.7％となっている。このような
状況は当然，地域のコミュニティ形成にも影
響を及ぼしている。
図 3を見て明らかな通り，現在， a地区で
は，最も層の多い昭和一桁生まれ前後の世代
（70歳代～ 80歳代前半）が既に地域運営の第
一線から引退し，続く主力世代（50歳代）の
人数が比較的少なく，かつ高齢化も進んでい
る。さらに，それに続く若年世代になると人
口が圧倒的に少なくなる。つまり他の中山間
地域と同様， a地区においても，今後は担い
手不足がより一層深刻化してくることが予測
される。
また，人口減少により住民どうしのつなが
りを維持することが困難になることも懸念さ
れる。 a地区のように砂鉄採集や林業で栄え
た地域の場合，山林に密接するようにして
家々が点在している，いわゆる散村型の分布
をなしていることが多い。それゆえ，人口減
少によりある家屋が不在化すると，住民間の
距離的隔たりがますます広がっていく。住民
どうしが顔を見せ合うことさえも難しくなっ
ているのである。
3 . 3 　地域自主運営の概要とその制度的基盤
a地区は昭和の合併期にA町と合併した。
換言すれば，1955年以前は a地区ならびに周
辺地区を範囲とした行政村として機能してい
たのである。その後，2004年（いわゆる平成
の合併期）に，A町を含む 5町 1村が合併し，
雲南市が発足している。 a地区では，かつて
行政村として機能していた時代から，住民自
らによって組織化された二つのタイプの自治
会が存在していた。一つは，地区に点在する
15の集落ごとに組織化された，地域運営の最
小単位としての自治会であり，もう一つは，
それらを束ねる a地区全体の自治会（ a自治
会）である。
ところで，とりわけ後者については，その
組織的機能が常に不変であったわけではな
い。むしろ，下の二つの動きを伴い徐々に変
化していった。
第一に，地区における意思決定場面（＝会
議）の意味合いの変化が挙げられる。
後述するように a地区では，既存の地域活
動を維持するだけでなく，新たな活動を創発
する必要性が生じていった。1980年代以降，
行政からの補助事業も特定の課題を地域住民
の側から発信し，それに対して補助金を提供
する「課題提案型補助事業」が増えていく。
さらには，後述する「事業ⅰ」や「事業ⅱ」
のように地域課題を住民自らが表出するため
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のソフト事業も増えていった。
その中で，当然，会議における意思決定プ
ロセスの重心も変化していく。つまり，従来
の意思決定では地域活動をめぐって合意ある
いは情報共有を行うことが重要であったのに
対し，徐々に地域課題そのものの発見や新た
な活動の提案を行う必要性が生じてくる。
こうしたいわば「外からの要請」もあり，
それに対応しうる地域自主組織の組織化が求
められるようになっていった。
第二に，行政等の地区外の主体との関わり
の変化が挙げられるだろう。
a地区の活動の多くが，1970年代頃までは
地区内の祭事や資源管理等のいわゆる「内向
きの」活動だったのに対し，行政区全体での
祭事や，A町出身者との交流会，都市住民の
田舎体験の受け入れ等，徐々に「外向き」の
取り組みを行うようになっていった。
さらにその中で，行政との関わり合いも変
化していく。 a自治会は，かつては行政の要
請に対する情報提供と地区内の意見集約，地
域課題に対する行政への陳情のための組織と
いうニュアンスが強かった。だが「事業ⅰ」
を実施した平成期以降から，次第に，新たな
地域課題に対して行政とともに検討し，行政
とともに地区が主体となり実施するような，
いわゆる「恊働」のニュアンスが強まって
いった。
この 2つの流れに対応する形で，新たに
「コミュニティ協議会」という地域自主組織
がA町内の全ての地区で設立されたが，a地
区では既に自治会が組織化されていたことか
ら，これに覆い被さるように協議会が結成さ
れている。
この 2つの呼称は暫く並立して用いられて
おり，対内的には「自治会」，対外的には「コ
ミュニティ協議会」という用いられ方をして
いたようだが，1990年代も終わりに差し掛か
図４　 a地区の地域運営の基本構図（2011年4月現在）
出所： a地区振興計画を参考に若干修正。
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るようになった頃，「コミュニティ協議会」
という名称に一本化され現在に至る。
なおA町で実施された，集落を超えた範囲
での地域自主組織の結成は，雲南市が発足し
て以降も継続して奨励されていった。2004年
に新たに雲南市が誕生してから 6年後，地域
自主組織の活動拠点の整備に向けて，市内各
地に29の「交流センター」が設置された。こ
の基盤となったのが，生涯学習施設であった
「公民館」である。換言すると雲南市は，こ
れら公民館を新たに交流センターに名称変更
し，生涯学習のみならず「地域振興」や「地
域福祉」等，多様な地域活動に対応するため
の拠点施設として整備したのである。と同時
に，地域活動の円滑化のために，地区の企画
立案や実施，各団体間の調整役を担う人材と
して「地域マネージャー」（集落支援員に該
当）を配置することが推進された。
a地区では前述の旧小学校跡地が交流セン
ターとして活用されることとなり，現在，同
施設には，交流センター長，交流センター主
事，地域マネージャー等の職員が常駐してい
る（図 4を参照）。
3 . 4 　地区の変革期における組織的対応
これまでに見る通り， a地区を含め雲南市
内の各地区においては，人口減少にともなう
少子高齢化や集落の小規模化への対応，市町
村合併に伴う行政機関との距離感を埋めるた
めの対応等が必要になる中で，徐々に運営組
織の体制を変化させていった。
そこで続いては，その対応への要請が特に
強まった， a地区の「変革期」ともいえる二
つの時期について概観していくこととした
い。平成以降の a地区の変革期には，県・町
単事業を導入した1989年と2008～2011年の二
つのタイミングが挙げられる。いずれも，地
域の将来像を模索するためのソフト事業が導
入され，事業期間中に新たな地域課題や地域
活動の提案が示され，事業終了の後に，その
対応への動きが活発化しているからである。
1989年には，A町事業として地域運営にお
ける今後の課題を整理し，対応策を検討する
ためのソフト事業が導入された（以下，これ
を「事業ⅰ」と表記する）。結果，その際に
審議された小学校の改修と温泉開発の事業
が，事業終了後に相次いで実施されている。
また2008年には，少子高齢化に対応した地域
運営の新たな仕組みづくりと地域活動を創発
する県のソフト事業が導入され（「事業ⅱ」
と表記する），後に宿泊施設の運営や自主防
災の取り組みが新たに実施された。
またこうした変革期において， a地区は，
常態の組織（＝コミュニティ協議会）の中
に，事業を専門的に担う小規模なプロジェク
ト型組織を，一時的に立ち上げるという対応
を行ってきた。以下では，「事業ⅰ」の実施
に向けて設立された組織を「組織ⅰ」，「事業
ⅱ」に対する組織を「組織ⅱ」としていく。
1989年に設置された「組織ⅰ」では，ゼロ
ベースから地域課題を洗い出すことを目的
に，地区の多様な人材の参加が推奨された。
具体的な人材として，青年団長や消防団分団
長といった青年層や，また二名という少数で
はあったものの， a地区全体の意思決定の場
において女性が参加したことは新しい動きで
はあった。そして1997年には，これら各団体
の代表者がコミュニティ協議会のメンバーと
して新たに加わっている。図 4にみるよう
に，現在では，15集落の代表だけでなく，各
団体の代表者も委員として参加し，各委員は
「地域福祉」，「施設管理」，「地域活動」，「生
涯学習」の 4つの部会に分かれて会合や活動
を行っている。これにより，それまで地域運
営の中核部では地縁を基盤に集落から 1名の
代表者のみが集うという原則が根付いていた
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のが，より多様なメンバーシップを設け，よ
り開放的な意思決定の仕組みを採るように
なったのである。
かたや，この意思決定の中核にあるコミュ
ニティ協議会のメンバーが大幅に増えたこと
で，却って個々の意見を反映することがやや
困難になったという側面もあったようであ
る。それゆえ，「事業ⅱ」にあたっては，コミュ
ニティ協議会の中に小規模な専門部会（＝
「組織ⅱ」）を設け，そこで新たな地域課題の
洗い出しが行われることとなった。
3 . 5 　2008～ 11年における「組織ⅱ」の内
容と成果
「組織ⅰ」を経ての，この「組織ⅱ」設置
の動きは，地区の変革期において，多様な人
材を巻き込んで新たな課題を表出するという
点で，組織生成における共通のパターンを持
つ。ただし後述するように，媒介的組織のニュ
アンスのより強いのは後発の「組織ⅱ」であ
ることから，以下では，2008年から 3年間に
わたり結成された「組織ⅱ」の経緯を掴んで
いくこととしたい。
島根県事業である「事業ⅱ」を， a地区で
は，コミュニティ協議会を実施主体にして受
け入れた。そして前述のように，その中での
企画立案や試行を行うためのプロジェクト・
チームとして，協議会内部に専門部会「組織
ⅱ」を，事業期間である 3年間設置した。住
民の公募や推薦，コミュニティ協議会の役員
を中心に10名弱の会員が集った。会員は新規
参加や入れ替わり等がありつつ，事業最終年
度には22名が参加している。またこの間，前
述の地域マネージャーが事務局の機能を担
い，交流センター職員，雲南市職員，島根県
職員等がその支援を行っていった。
「組織ⅱ」では，結成前後に実施された地
区点検やアンケート調査，聞き取り調査，ワー
クショップから，「防災」，「交通」，「買い物」，
「交流」，「産業」の 5つのテーマについて重
点的に検討することとなった。この 3年間
で，地域内交通（デマンド交通）の試行，旧
小学校プールを利用した魚の養殖，交流セン
ター内での小規模店舗の設置，地区内の公園
の管理運営 
7
，自主防災組織の結成等，現在も
継続化されている取り組みを立案し実現化さ
せた。
これまでの叙述を整理すると，この「組織
ⅱ」は，地区における男女の間を媒介しうる
組織として，以下の 3つの特長を持っていた
と捉えることができる。
第一に，多様な人材が関与したことが挙げ
られる。「組織ⅰ」では，町議会議員やコミュ
ニティ協議会役員といった，いわば有力者が
大勢を占めていたものの，年齢や性別に関係
なく新たなメンバーが加わった。「組織ⅱ」
ではこの傾向がさらに強まり，20 ～ 60歳代
の，地域において異なる立場，異なる地域活
動経験を持つ参加者が集っている。またその
中で，女性の参加が「組織ⅰ」では 2名にと
どまったが，「組織ⅱ」では 6名（「組織ⅱ」
全体の 3割）が参加するに至った。
第二に，既存の地域運営の規範に変化を促
したことが挙げられる。「組織ⅰ」では，事
業終了後にコミュニティ協議会のメンバー
シップが変化したことからそれが伺えるが，
「組織ⅱ」では，地区内15の集落に対する「自
治会まわり」がそれに該当する。この「自治
会まわり」では，地縁に基づく結合原理と既
存の意思決定の規範を逸脱した取り組みが行
われた。これまで集落単位での自治会の会議
（いわゆる常会）では，集落内の世帯から一
名の世帯員のみが参加するのが通例であった
７　広大な山林や宿泊施設を持つ島根県施設であり，
現在は a地区コミュニティ協議会が貸与を受け，
宿泊事業等を行っている。
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が，「自治会まわり」に際して「組織ⅱ」で
は，世帯全員の参加を呼びかけ，全ての住民
に対して今後の地域づくりに対する意見の聞
き取りを行っていった。さらにこの「自治会
まわり」への聞き取りでは「組織ⅱ」のメン
バーが分担して同席していったが，そのメン
バーは集落の住民以外の者であった。つまり
は，集落外の住民が常会に参加したことにな
る。このように常会が開放的な参加の場にな
るという経験は，少なくとも a地区において
はかつてなく，「組織ⅱ」のメンバーはこれ
を特に「新鮮な経験」だったと述べている。
第三に，「事業ⅱ」の前後から，より対外
的な地域活動が増していったことが挙げられ
る。「組織ⅱ」の活動内容は，当然ではある
が自主防災の体制整備や地域内交通等，地域
内の利益に資する取り組み，いわば共益的な
取り組みが主なものだった。だが一方で，雲
南市内に対する子ども合宿，あるいは島根県
外の都市住民を対象としたITオフィスの設置
や田舎体験行事  
8
等，地区外の参加者を対象
としたより対外的な事業を行うようにもなっ
ていく 
9
。
「組織ⅱ」の結成後，様々な地域課題を表
８　その中で，県外者を対象に３ヶ月～１年間程度の
長期間滞在プログラムが行われた。またその他，公
園施設を開放した自然体験行事等が行われている。
９　さらに，これらの活動の中には「公益性」の高
い取り組みも含まれていた。ただし，ここでいう「公
益性」とは，「共益性」とは無関係に成立するもの
ではなく，むしろ「共益性の延長線上にあるもの」
と捉えるべきだと感じられる。例えば文中にもあ
る「子ども合宿」を取り上げてみたい。これは毎
夏に雲南市内の小学生を対象にして行われる 3泊
4日の田舎体験合宿で，子どもたちは交流センター
に滞在しながら，竹炭づくりや天体観測等の田舎
生活の体験を行う。当然，参加するためには参加
費がかかるが，それは実費程度で，地区住民はボ
ランティア・スタッフとして関与していることか
ら，公益性のある活動とみなしてよいだろう。た
だし，この合宿には a地区の小学生も参加してい
る。またボランティア・スタッフの多くが，地区
内の青少年育成に携わっているところをみるに，
日常の共益的な取り組みの延長という感覚（いわ
ば，「おすそわけ」の意識）で，こうした公益的な
取り組みを行っていると推察される。
出し，それに対応する様々な企画を試行し，
それを現在も継続化していったのは，こうし
た祖組織的諸条件が揃っていたからだと振り
返ることができる。そして繰り返すように，
新たな活動の企画立案に向けて女性の参加が
促され，意思決定をめぐる地域の構造や規範
が緩やかに変化しているところから，これを，
男女や様々な年代の人材を媒介する組織（＝
媒介的組織）とみなすことができるだろう。
４．男女間ネットワークとしての媒介的組織
の機能
前節でみた組織的特長から，地域の変革期
において a地区で結成された「組織ⅰ」や「組
織ⅱ」は，男性層と女性層とをつなぐ媒介的
組織であったと振り返った。そこで，最後に，
この媒介的組織が，地域の女性にとって，ま
た地域の男女共同参画の実現に向けて，どの
ような意味を持っていたのかを解釈していき
たい。
4 . 1 　地域の意思決定場面への参画に向け
た起点
第一に挙げられるのは，こうした媒介的組
織を設置したことにより，地域の意思決定の
場に女性が「穏便に」参画することが可能に
なったということが挙げられる。すなわち，既
存の意思決定の場（＝コミュニティ協議会）
そのものは残しながら，それとは異なる独立
した課題表出の専門組織を設置することによ
り，女性が地域運営に「段階的に」参加でき
る場ができたと指摘することができよう。
例えば前述の「子ども合宿」をはじめ，小
規模店舗の設置，地域内交通等は，きっかけ
となっているのは住民ニーズ調査ではあった
ものの，企画そのものを最初に立案したのは
女性であった。この他にも a地区では，特定
の個人や団体の意向ではなく，様々な調査に
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よって可視化された「住民全体のニーズ」を
起点に，多様なメンバーが企画立案に携わっ
ている。
これらを可能にしたのが，「組織ⅱ」内部
の構造や会議形式のデザインであったといえ
るだろう。「組織ⅱ」では，そこが企画立案
の場であったことに鑑み，会議時にも情報共
有のみならず，様々な意見を表出するための
ワークショップ等に時間が費やされた。また
会員個々人の意見を引き出すために，会員全
体をさらに細かく 5 ～ 6人に分け，その中
で話し合いを行う等構造面での工夫も凝らさ
れた。
第 2節で述べたような，男性中心の地域運
営に対する伝統的な規範意識と意思決定構造
が根強く残る中山間地域において，地域運営
における女性の意思決定過程への参画を劇的
に進めていくことは，現実的に考えて難しい。
a地区の媒介的組織である「組織ⅰ」や「組
織ⅱ」は，このような状況下で女性が地域の
意思決定過程に「穏便に」，かつ「段階的に」
参加することを可能にする，まさに起点とし
て機能していたと考えることができる。
4 . 2 　媒介的組織における開放性の内実と
展開
第二に，「組織ⅱ」における「開放性」と
はどのようなものであったのかについて，議
論してみたい。繰り返しになるが，かつては
組織の形成原理が地縁に基づいていたのに
対し，「組織ⅰ」では，多様な人材の参加が
推奨され，「組織ⅱ」でもこの傾向がさらに
強まった。それを象徴するように，「組織ⅰ」
と比べ「組織ⅱ」では，参加する女性の人数
も比率も増加している。
それに加え，後発の「組織ⅱ」では，次の
ような特異な傾向も見受けられた。
まず，夫婦関係や親子関係にある会員等，
一つの家庭から複数の世帯員が参加したこと
が指摘できる。既存の中山間地域の地域運営
の規範のもとでは，地域運営への参加は世帯
から一人と限られることが多く，同じ世帯員
が地域の会合において同じテーブルにつくこ
とは稀であると考えられてきたからである。
その点で，この「組織ⅱ」におけるメンバー
シップは，中山間地域において伝統的な「一
戸一票」という組織化の原則に変化をもたら
す兆しとしても評価できる。そして，言うな
れば「住民の多様な声を聞くべき」というこ
の強い意識は，前述の「自治会まわり」でも
反映され，地区全体の従来の運営スタイルに
も影響を及ぼしていったのである。
またこの「組織ⅱ」は，事業期間である 3
年間，地区内外の人材をつなぐハブとしての
機能をも果たしていた。
このパターンには以下の 2つがある。一つ
は，Uターン者や Iターン者が地域活動をは
じめるうえでの「入り口」として機能するパ
ターンである。例えば a地区では，前述の公
園の管理運営に際して，「組織ⅱ」を介して
県外からの人材を公募し雇用した。その後こ
の公園では様々なイベントが催されたが，そ
の多くは，「組織ⅱ」の場でこの Iターン者
が企画し提案したものであった。このように
「組織ⅱ」は，地域活動のいわば新参者にとっ
ての「入り口」として機能していたのである。
またもう一つは，地区外の様々な主体との
連携であろう。前述の「子ども合宿」のよう
に対外的な活動を行う中で，地区内の住民の
みならず，青少年教育に関係する地区外の企
業や自然学習のインストラクター等との連携
を図ることが必要であった。
以上の展開にみるように，「組織ⅱ」にお
ける「開放性」とは，地区内外の双方に影響
を及ぼすもの，具体的には，地区内の既存の
規範を揺り動かすものであるのと同時に，地
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区外の多様な主体を巻き込みうるものである
と解釈できるだろう。このように多様な主体
が関与することで，地域の意思決定の中核部
（コミュニティ協議会や集落単位の自治会）
の運営のあり方にも，徐々ではあるが変化を
促してきた。むろん現時点では，中核部にお
ける地域運営のあり方に「大きな」影響を及
ぼしたとは言い難い。しかし，この流れが繰
り返されることで，男性中心の意思決定構造
が中核部においても「緩やかに」変化してい
くことが期待されうることは，指摘できるだ
ろう。
4 . 3 　小括
本研究では，過疎高齢化が進行する中山間
地域において，近年，多様な主体をつなぐ媒
介的組織が発展してきていること，ならびに，
そこが男女間ネットワークの受け皿としても
機能している可能性を背景に，それら組織が
中山間地域における男女共同参画にどのよう
な影響を及ぼしているのかを検討した。
A町 a地区での媒介的組織の生成過程とそ
の成果を概観した中で，以下 2点の傾向があ
ることを指摘している。
第一に， a地区における媒介的組織（「組
織ⅰ」および「組織ⅱ」）は，世帯主代表主
義や一戸一票制といった，女性にとって不利
な意思決定構造が根強く残る状況において，
彼女たちが「穏便に」，「段階的に」意思決定
過程に参加する一つの手段になりうることが
指摘できる。とりわけ，全体の 3割超が女性
である「組織ⅱ」では，参加者が意見を出し
やすいように会議や組織構造がデザインされ
ていた。その中で，女性が立案したものを含
め，様々な企画が試行され現在も継続化され
ている。
第二に，媒介的組織におけるこうした開放
的な組織風土は，地域運営の中核部にある既
存の組織の運営規範を変える潜在的可能性
を有していることを指摘した。「組織ⅰ」で
の経験を経たコミュニティ協議会の再編や，
「組織ⅱ」における「自治会まわり」の実践
にみるように，媒介的組織の開放的な組織風
土は，「緩やかに」ではあるが，地区全体の
意思決定構造のあり方に変化を促している。
これが繰り返されることで，男女共同参画に
向けた住民全体の意識変化が進んでいくこと
が期待される。
以上，中山間地域における地域運営の再編
過程において，近年，生成されてきている新
たな組織は，男女をつなぐネットワークであ
るのと同時に，男女共同参画のイニシアチブ
ともなりうることを示していった。
振り返ると，中山間地域の男女共同参画の
実態に関するこれまでの調査では，男性ネッ
トワーク，または女性ネットワークのみを対
象として実施されることが主流であったよう
に思われる。かたや本研究では，その中間に
ある男女間ネットワーク（そしてその受け皿
となる媒介的組織）を眼差すことで，中山間
地域における男女共同参画の「緩やかな」ダ
イナミズムとその現段階，さらには，男女共
同参画の方途を読み解くことが可能であるこ
とを示してきた。
末筆にあたり，中山間地域の男女共同参画
に係る今後の研究においては，それを読み解
く方法として男性と女性のネットワークを
「個別に」扱うだけでなく，男女間ネットワー
クと，その受け皿となる媒介的組織の生成，
発展の流れを追うことも，きわめて重要にな
るという立場を強調したい。
むろん，前述のように本事例においては，
男女共同参画に対する地域全体の構造変化を
及ぼす実態までを確認するには至らなかっ
た。この点を明らかにするためにも，本事例
の今後の展開を丹念に追うことが課題とな
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る。また同時に，他の中山間地域における今
後の事例蓄積にも期待したい。
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